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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社では、経営の透明性と健全性の確保及び効率性の向上を基本方針として、取締役会及び監査役会の強化、法令違反行為の未然防止機能
強化、ディスクロージャー、株主への説明義務が重要であると考え、コーポレート・ガバナンスの充実に取組んでおります。

　この実現のため、当社は監査役会設置会社の形態を採用し、独立役員の要件を満たす社外取締役・社外監査役の選任により、経営監督機能を
強化するとともに、執行役員制度を導入し、意思決定や業務執行の迅速化・効率化を図っております。　

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は2018年6月改訂のコーポレートガバナンス・コードの各原則について、全て実施しております。

　なお、2021年6月改訂のコーポレートガバナンス・コードの各原則への対応については、2021年度中の開示を予定しております。

　

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

・政策保有に関する考え方

　当社は、事業上の関係強化、財務活動の円滑化、及び安定的取引関係の維持強化の方針に沿って当社の中長期的な企業価値の向上に必要
な場合であり、かつ保有意義が認められると判断した場合に限り、保有することとしております。

　当社が保有する政策保有株式の保有合理性については、これら定性的な観点のほか、配当収益および事業利益等の経済的便益が自社の資
本コストに見合っているか、格付け・収益性等の信用リスクに問題がないか、その他経済合理性の定量的な観点も踏まえて、毎年取締役会におい
て検証しております。

　検証の結果、保有の意義が薄れたと判断される株式については、株価の動向、市場への影響等を勘案し、発行会社と十分な協議を行いご理解
を頂いた上で売却を進めてまいります。

　上記手続きに基づいて、保有する全ての政策保有目的の上場株式の検証を実施し、 売却を決定した銘柄につきましては順次売却手続きを進

めてまいりました。その結果、2020年度末に保有する政策保有目的の上場株式を12銘柄 (時価277百万円)まで縮減致しました(2019年度末：17銘

柄、時価425百万円)。

・政策保有株式に係る議決権行使の考え方

　当社は、投資先企業に対する議決権の行使にあたっては、当該企業の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する点と、当社との取
引関係を踏まえたうえで、議案に対する賛否を判断いたします。当社の企業価値及び株主価値を毀損するような議案等につきましては、会社提
案・株主提案にかかわらず、肯定的な判断を行わないこととしております。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社が当社役員等と取引を行う場合には、法令及び取締役会規則等に基づき、当該取引につき、取締役会の承認を要することとしておりま
す。　また、主要株主との取引については、会社及び株主共同利益を害することのないように、個別の協議を踏まえ、一般の取引先との間の取引
と同様の方針により決定しております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、従業員の資産形成支援及び企業年金の運用リスクの軽減のため、2005年より確定拠出年金制度を導入しております。

　また、従業員の安定的な資産形成のため、入社時教育として基本的知識や運用に関する注意事項等を周知している他、年に１回加入者全員を
対象とした投資教育を実施して理解を深めています。なお、教育にあたっては、実態に即した効果的な内容となるよう運営管理機関と連携し随時
見直しをしています。

【原則３－１　情報開示の充実】

(１)企業理念

(ａ)企業理念

　当社は「創意工夫」「信義誠実」「百万一心」の企業理念のもと、「糖を基盤とした事業を通じて人々の健やかな生活に貢献する」ことを使命として

おります。 この理念は創業からの意思を引継いだ上で、今後の成長拡大に向けて当社が事業を展開する上での拠り所としております。

　創意工夫：自ら考え、新たな価値をつくり、日々前進する

　信義誠実：品質を高め、価値を高め、信用を高める

　百万一心：力を合わせ、心を合わせ、ともに歩む

(b)経営戦略・経営計画

　当社はキャンディNo.1企業を目指す姿とし、次期中期経営計画に向けて経営の進むべき方向性を示す羅針盤として「Kanro Vision 2030」を策定

し、本年２月10日に公表いたしました。Visionステートメントとして「Sweeten the Future」を掲げ、目標達成に向けて３つの重点戦略である「価値創

造」「ESG経営」「事業領域の拡大」に取り組みます。最終年度である2030年に売上高550億円、営業利益率８％以上、ROIC10%以上を目指しており
ます。



　なお、2022年を開始年度とする次期中期経営計画については本年8月に発表する予定です。

(２)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社では、経営の透明性と健全性の確保及び効率性の向上を基本方針として、取締役会及び監査役会の強化、法令違反行為の未然防止機能
強化、ディスクロージャー、株主への説明義務が重要であると考え、コーポレート・ガバナンスの充実に取組んでおります。この実現のため、当社
は監査役会設置会社の形態を採用し、独立役員の要件を満たす社外取締役・社外監査役の選任により、経営監督機能を強化するとともに、執行
役員制度を導入し、意思決定や業務執行の迅速化・効率化を図っております。

(３)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当っての方針と手続

　取締役の報酬は、株主総会の決議により、取締役全員の報酬総額の限度額を決定しており、株主の監視が機能する仕組みになっております。　
また、取締役の報酬は、基本報酬(月額報酬)・業績連動報酬(賞与)・株式報酬で構成されており、各取締役の報酬の金額については、会社業績、
各取締役の業務の内容及び業績貢献度合等を総合的に判断し、「役員報酬規程」等に基づき、独立役員を主要な構成員とするガバナンス委員会
で審議したうえで、取締役会において決定しております。また、各監査役の報酬額は、株主総会の決議により決定された監査役全員の報酬総額
の限度額の範囲で、「役員報酬規程」等に基づき、監査役の協議によって決定しております。

(４)取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当っての方針と手続

　当社では、経営陣幹部の選任と取締役候補者の指名にあたっては、 社長・ＣＥＯの選定制度で定められた基準に基づき毎年定期的に社内外の

候補人材情報を広く収集し、常勤役員を主要な構成員とする人事委員会及び独立役員を主要な構成員とするガバナンス委員会において候補人
材の職務経験、実績、倫理感等を確認・審議したうえで、取締役会において決定する方針となっております。

　また、監査役候補者の指名にあたっては、必要に応じて社内外の候補人材情報を収集し、人事委員会及びガバナンス委員会において候補人材
の職務経験、倫理感、中立性・客観性等を確認・審議し、監査役会の同意を得たうえで、取締役会において決定する方針となっております。

　経営陣幹部の解任の方針と手続については、代表取締役などの業務執行取締役がその機能を十分発揮していないと認められる場合等、当社
が別途定めた解任基準に該当する場合には、独立役員を主要な構成員とするガバナンス委員会にて審議し、ガバナンス委員会における審議結
果を取締役会に答申のうえ、代表取締役・業務執行取締役としての役職を解任いたします。

（５）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名について

　取締役並びに監査役候補者の選解任については、その選解任理由を「株主総会招集ご通知」の参考書類に記載しております。また「株主総会
招集ご通知」は株主の皆様にご郵送するとともに当社ウェブサイトに掲載しておりますので、ご参照ください。

【補充原則４－１－１　取締役会の役割・責務（１）】

　当社は、取締役会・常勤役員会・人事委員会付議事項の他、稟議等で意思決定すべき事項については、重要性の度合いに応じて詳細かつ具体
的な付議・報告基準を定め、取締役会の決議事項以外の内容については、常勤役員会に委任しております。また、重要な業務の執行状況につき
報告を受けることにより、業務執行する取締役及び執行役員を監督します。

　業務執行責任者及び社内部門長の職務権限、職務分掌等についても、社内規程により明確化しており、組織変更等に応じて、常に見直しがな
される仕組みを構築しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社では、東京証券取引所が定める独立性基準に基づいて、独立社外取締役の候補者を選定しております。

【補充原則４－１１－１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社の取締役会は、事業に伴う知識、経験、能力のバランスに配慮しつつ、営業・マーケティング・ブランディング／研究・製造の各分野の豊富な
経験を有する社外取締役を加え、適切と思われる人員で構成することを基本的な考え方としております。当社の企業理念、経営戦略をもとに、取
締役の選任については、その経験、見識、専門性、多様性などを総合的に評価・判断して選定しております。

【補充原則４－１１－２　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　社外取締役及び社外監査役をはじめ、取締役及び監査役は、その役割・責務を果たすために必要となる時間・労力を取締役及び監査の業務に
振り向け、兼職については合理的範囲に努めております。なお、兼職の状況については、招集通知等で開示しております。

【補充原則４－１１－３　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　取締役会の実効性の評価については、第三者の知見を得ながら、自己評価として全ての取締役及び監査役に対するアンケートを実施し、取締
役会の実効性の分析・評価を行いました。評価の結果、取締役会の実効性は確保されてるものの、中長期の経営戦略やガバナンスなど、当社の
中長期的な企業価値向上に向けた議論をさらに充実させることや、取締役会のスキル・多様性についても引き続き検討すること等が課題として挙
げられました。今後は、これら課題の改善に取り組む等、取締役会の更なる機能向上に努めてまいります。

【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング】

　当社では、取締役就任前に、戦略策定や意思決定の質的向上を図るために、外部機関による経営スキルの取得を目的とした研修を実施してお
ります。また、監査役においても、各種セミナーへの出席を積極的に行っております。

　なお、社外取締役・社外監査役の就任時に、当社の事業・財務・組織を含めた概況に関する情報提供や、必要に応じて工場見学や重要な会議
への参加等を実施しております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　

(a)　株主総会

　当社では、当社の事業活動や議案内容を株主が的確に理解する上で十分な検討時間を確保できるよう、招集通知を早期発送するとともに、総
会の場では平易かつ充実した内容の説明を心がけております。

(b)　ＩＲ活動

・責任者・推進体制

　当社のＩＲ活動は、ＩＲ担当役員であるＣＦＯの指揮のもとでＩＲ室が主管となって行っております。決算・適時開示事項等の開示・説明においては、
経営企画部・経理部・人事部・総務部・広報部・資本市場室・ＩＲ室が連携し、各部門の専門性に基づく意見交換を図っております。

　

・活動内容

　当社では、機関投資家向けに年２回（上期・通期）の決算説明会を開催し、社長・ＣＥＯを中心に説明を実施しております。その他、ＩＲ室が窓口と



なり、機関投資家との面談の対応を行っております。また、社長・ＣＥＯ、ＣＦＯなどによる個人投資家向け会社説明会もネットでの配信を含めて実
施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

三菱商事株式会社 2,126,808 29.72

カンロ共栄会 472,100 6.60

株式会社榎本武平商店 450,800 6.30

三井住友信託銀行株式会社 323,200 4.52

株式会社三井住友銀行 319,600 4.47

株式会社みずほ銀行 264,112 3.69

東京海上日動火災保険株式会社 242,000 3.38

株式会社山口銀行 160,000 2.24

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 116,000 1.62

多根嘉宏 98,800 1.38

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 12 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

光田　博充 他の会社の出身者

吉田　孝信 他の会社の出身者

堀江　裕美 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

光田　博充 ○ 　　　　　　―――　

食品業界における研究・製造分野の豊富な経
験を通じた幅広い見識をもとに、客観的・専門
的な見地から、取締役会での有益な提言や業
務執行に対する適切な監督を遂行できる。

吉田　孝信 ○ 　　　　　　―――　

ダノンジャパン株式会社等の営業担当副社長
を歴任しており、営業及びマーケティング分野
における豊富なビジネス経験をもとに、客観的・
実践的な見地から、取締役会での有益な提言
や業務執行に対する適切な監督を遂行でき
る。



堀江　裕美 ○ 　　　　　　―――　

リーバイ・ストラウスジャパン株式会社、スター
バックスコーヒージャパン株式会社にて部

門責任者、経営幹部を歴任、その後株式会社
アダストリアの社外取締役に就任する傍ら2017
年には独立しHaruka Inc.の代表を務めるなど、

その豊富なビジネス経験を通じて幅広い見識
を有しており、客観的な見地から、取締役会で
の有益な提言や業務執行に対する適切な監督
を遂行できる。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

ガバナンス委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

ガバナンス委員会の委員は、独立社外取締役２名及び代表取締役社長の計３名で構成されています。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役会は定期的に会計監査人から会計監査の方法及び監査結果についての報告を受け、緊密な連携と意見の交換を行っております。また

監査室と連携を保ち、監査結果の報告を求め、必要に応じてこれを活用しております。監査室は内部統制の観点より定期的に会計監査人と緊密

な連携と意見の交換を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

高橋　一夫 他の会社の出身者

花野　信子 弁護士

松原　良司 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役



d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

高橋　一夫 　 　　　　　　―――
三菱商事株式会社における豊富なビジネス経
験を通じて幅広い見識を有しており、独立した
立場で監査を実行できる。

花野　信子 ○ 　　　　　　―――
弁護士として長年培われた法律知識・経験等
に基づき、独立した立場で監査を実行できる。

松原　良司 　 　　　　　　―――
三菱商事株式会社等における豊富なビジネス
経験を通じて幅広い見識を有しており、独立し
た立場で監査を実行できる。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

役員賞与につきましては、会社業績（経常利益）を指標とし、個人業績に応じ、ガバナンス委員会で審議したうえで支給しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

当社は、社内取締役及び社外取締役の別に各々の総額を開示しております。（2020年度実績）

　取締役　　７名　　　138,567千円　（うち社外取締役３名 14,200千円）

　監査役　　５名 　 　 50,100千円 （うち社外監査役３名 27,700千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



取締役の報酬は、基本報酬・賞与・株式報酬で構成されており、各取締役の報酬の金額については、会社業績、各取締役の職務の内容及び業績
貢献度合等を総合的に判断し、「役員報酬規程」に基づき、独立役員を主要な構成員とするガバナンス委員会で審議したうえで、取締役会におい
て決定しております。

当社は、2017年３月29日開催の第67期定時株主総会決議に基づき、当社取締役（社外取締役を除きます。）及び執行役員（以下、「取締役等」と
いいます。）を対象とする株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

本制度は、当社が金員を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株式を取得し、役位等一定の基準に応じて当社
が取締役等に付与するポイント数に相当する数の当社株式を、本信託を通じて取締役等に対して交付する制度です。なお、取締役等が当社株式
の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時（取締役等の退任後、監査役に就任した場合は監査役退任時）です。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役に対する情報の伝達等につきましては、経営企画部、総務部、人事部及び経理部が連携して円滑な情報伝達に努めております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社では、経営の透明性と健全性の確保及び効率性の向上を基本方針として、取締役会及び監査役会の機能強化、法令違反行為の未然防止
機能強化、ディスクロージャー、株主への説明義務が重要であると考え、コーポレート・ガバナンスの充実に取組んでおります。

　当社の取締役会は、取締役６名（内、社外取締役３名）で構成し、法令及び定款で定められた事項及び経営に関する重要事項につき、十分に審
議した上で意思決定を行っております。さらに、取締役等の指名・報酬などの検討にあたり、透明性・公正性を確保できるよう、取締役会の諮問機
関としてガバナンス委員会を設置し、コーポレート・ガバナンスの強化を図っております。日常の業務執行に関しては、常勤取締役及び執行役員を
中心に構成される常勤役員会を定期的に開催して意思疎通を図るとともに社外役員にも電子メール等により迅速に情報を共有し、積極的に意見
を交換しながら、規程に定められた審議事項や業務報告に対して慎重かつ迅速な意思決定を行い、経営の進捗及び業務執行の適正性を管理監
督しております。

　また、当社は執行役員制度を導入しており、取締役会の決議によって選任された執行役員13名が、各本部間の情報及び業務計画や施策等の
立案・進捗管理を共有化し、迅速な業務執行を図っております。

　当社の監査役会は、監査役４名（内、社外監査役３名）で構成しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、継続的な企業価値の向上を実現し、また、株主価値の観点から経営を監査する仕組みを確保する目的で、監査役設置会社を採用して
おります。

　社外取締役は、議案審議について豊富なビジネス経験等を通じて培った幅広い見識から独立的な立場で当社の経営に資する必要な発言を適
宜行っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 定時株主総会の招集通知を法定期日より３営業日前に発送しております。

その他

招集通知の発送に先立って、当社ウェブサイトに招集通知を掲載しております。なお、招
集通知は、狭義の招集通知及び株主総会参考書類について、英訳に対応しております。
また株主総会において、映像と音声を使用して報告事項にグラフや写真を取り入れて、分
かり易く説明するように工夫しております。会場外にはCSR活動等のパネル及び当社製品
の試食コーナーを設営して親しみある株主総会の活性化に努めております。

(2021年3月の開催分については新型コロナウイルス感染症による影響のため、試食コー
ナーの設営は中止)

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページにて公表しております。
(https://www.kanro.co.jp/disclosure/)

個人投資家向けに定期的説明会を開催
不定期ではありますが個人投資家向けの説明会を開催しております。2020年
度は東京、福岡、札幌、名古屋での開催に加え、動画配信2回の計6回実施い
たしました。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

2020年度は期末決算発表日以降及び第2四半期決算発表日以降の計2回、社
長・ＣEＯを説明者とした決算説明会を実施いたしました。

あり

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページにて公表しております。(https://www.kanro.co.jp/ir/library/)

IRに関する部署（担当者）の設置
IR室を設置して専従スタッフがIR活動を行っております。ＩＲ担当役員はＣＦＯが
務めています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は「カンロは糖から未来をつくり、世界中の人を笑顔にするキャンディNo.1企業を目指
します」を会社のビジョンと定め、以下の取組みを実行します。

これらの取組みを通じて、キャンディNo.1企業として、持続可能（sustainable）な社会をすべ
てのステークホルダーと共創することにより、皆様から愛され、信頼される企業になることを
目指しています。

(a)糖に対する理解ある環境

おいしさや健康のために糖ができることを提案し、糖が人々の生活に必要不可欠であると
理解されている環境を作ります。

(b)信頼のブランド

安全安心を第一に未来を見据えた研究開発に挑戦し、「カンロ」であるがゆえに選ばれる
信頼の企業ブランドへと成長します。

(c)社会との共生

事業活動を通じて社会の課題解決に通り組むとともに、すべてのステークホルダー満足の
実現に努め、社会とともに発展します。

(d)活力ある職場

役職員の健康促進に努めるとともに、キャンディに対する深い知見経験を踏まえた人材を
育成します。また、個を尊重する企業風土を醸成し、自負や愛着が根付く企業を目指しま
す。

(e)グローバルな企業

私たちがつくるひと粒が世界中の人を笑顔にする、グローバルな企業に成長します。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は「カンロは、糖を基盤とした事業を通じて、人々の健やかな生活に貢献し、持続可能

な社会の実現に寄与します。」というサステナビリティ推進基本方針を掲げています。

その具体的な活動として、2018年度にカンロのマテリアリティを再特定し、以下の5つの領
域ごとにKPIを設定して事業活動を営むことで、持続可能な社会の実現と中長期的な企業
価値向上を目指します。

　・糖の価値創造

　・事業を通じた環境負荷削減

　・食の安全・安心

　・人権の尊重・ダイバーシティの推進

　・組織統治

その他

【ダイバーシティの取組みについて】

創業から100年を超える歴史を持つ当社が次の100年に向けてさらに成長していくために
は、既存の考え方にとらわれず、新しい視点を持ち、積極的に挑戦していくことができる多
様な人材が必要です。そこで当社は、多様な社員が活きいきと活躍できるように個性を尊
重し、安全で働きがいのある職場を実現するために、ダイバーシティ宣言を掲げ、社員一
人ひとりが能力を最大限に発揮して、働くことの喜びを実感できる職場づくりを目指しており
ます。

(a)人材の多様化・女性の活躍推進

性別・世代等に拘らず多様な個性や価値観をもつ人材が活躍できる職場環境の実現を目
指して、研修や制度等を整えることでダイバーシティの社内啓蒙・浸透を図っています。な
かでも女性の活躍推進には特に注力しており、2024年までに女性管理職比率を20%以上と
する目標を掲げ、今後も女性が一層活躍する企業を目指してまいります。

(b)働き方改革

当社は、社員一人ひとりがライフとワークを両立して充実した日々を過ごせるよう、テレ
ワークの導入や有休・育休の取得を推進し、働きやすい勤務環境の提供に努めています。

(c)推進体制

上記取組みを全社的に推進するため、2018年2月に「ダイバーシティ委員会」を発足しまし
た。また具体的な施策を進めるために2018年7月に「ダイバーシティ推進室」を設置し、各
部署より選ばれたダイバーシティ推進リーダーと共に全社的な推進を担う推進部局として
活動しています。

具体的な活動成果としては、多様な部門の社員を巻き込んだボトムアップの取り組みによ
り社員の自発性が向上し、従来にない新たなプロセスでの新商品開発が実現できました。
そして、これらの取り組みが評価され、経済産業省の令和2年度「新・ダイバーシティ経営企
業100選」に選定されました。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制システム構築に関する基本的な考え方

　当社は、その事業活動において「法令遵守」の下、その事業目的を達成するために「有効且つ効率的に」業務を遂行し、その結果を正しく「財務
情報」に反映させることが重要と認識しております。そのためには組織全般及び各事業部門の業務執行過程において抱えるリスクを正しく認識し、
そのリスクをコントロールする手続を確立すると同時に、その有効性を監視し、必要に応じては是正措置をとることができるように内部統制システ
ムの構築に取組んでおります。

　なお、取締役会において、会社法に基づき「内部統制システムの基本方針」を決議しております。

２．内部統制システムの整備状況

a.　全役職員の行動規範として「企業行動憲章」及び「企業行動基準」を定め、その周知徹底を図り、遵法の精神に則り業務運営に当たっておりま
す。

b.　コンプライアンスの推進については、「コンプライアンス組織・運営規程」に則り、「内部通報基準」の制定、社内外の通報窓口設置、チーフ・コン
プライアンス・オフィサーを委員長とするコンプライアンス委員会の設置、各本部・事業所等を担当するコンプライアンス・オフィサーを中心とした全
役職員への教育実施等により法令等の遵守活動の徹底を図ります。

c.　取締役会は、法令及び定款で定められた事項及び経営に関する重要事項につき、十分に審議した上で意思決定を行う一方、業務執行する取
締役及び執行役員からはその執行状況に関わる報告等を求めて経営方針の進捗状況を把握し、職務執行の適正性を管理監督しております。さ
らに、取締役等の指名・報酬などの検討にあたり、透明性・公正性を確保できるよう、取締役会の諮問機関としてガバナンス委員会を設置し、コー
ポレート・ガバナンスの強化を図っております。

d.　監査役は、取締役会及び常勤役員会のほか、重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するため、重要な会議に出席し、取締役、執行
役員及び使用人の業務執行状況等に関して意見の陳述や報告を行い、必要に応じて助言・勧告、場合によっては適切な処置を講じております。

e.　監査役会は、会計監査人より取締役、執行役員及び使用人の業務執行に関する不正行為又は法令及び定款に違反する重大な事実がある旨
の報告を受けた場合、監査役が協議して必要な調査を行い、助言又は勧告等の必要な処置を講じております。

f.　内部監査部門として監査室を社長直轄組織として設置し、定期監査と共に必要に応じて臨時監査を実施して日常の業務執行状況を把握し、そ
の改善を図っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力及び団体に対しては一切関係を持たず、不当要求や妨害については毅然とした態度で会社として組織的に対応することとしてお

ります。

　「企業行動基準」に反社会的勢力との絶縁に関する行動基準を定め、日頃より総務部を担当窓口として警察等の外部機関と連携して反社会的
勢力による不当要求に備えております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は情報開示について以下の通り実施しております。

１．開示情報の種類

　当社では、東京証券取引所から適時開示を求められている発生事実や決定事項（以下、適時開示情報という）、会社法や金融商品取引法に基
づく開示情報及びそれに類する情報を、以下原則を順守して開示しております。

２．開示の基本原則

　情報の開示に当たっては、株主、投資家をはじめとする全てのステークホルダーへ、透明性、公平性、継続性を基本に、会社の財政状態・経営
成績等の財務情報や、経営戦略・経営課題、リスクやガバナンスに係る情報等の非財務情報について、迅速かつ正確な情報開示（ディスクロー
ジャー）に努めております。

３．開示の体制

　当社は、情報開示に関わる社内体制を以下の通りとしております。

(a)適時開示情報の開示

　ＣＦＯを「情報取扱責任者」とし、財務・経理本部（経理部）は、適時開示関連窓口として、適時開示の重要性について社内周知に努めておりま
す。 一方、役職員は、所属する組織における発生事実及び決定事項のうち、投資者の判断に重要な影響を与えると考えられるものについて、経

理部に速やかに報告・相談する体制としております。

　取締役会及び常勤役員会・人事委員会での決定事実については情報取扱責任者が直接報告を受け、本社、工場等の各事業所での発生事実
については経営企画部、総務部、人事部及び経理部により情報を集約し情報取扱責任者に報告いたします。それらの情報について情報取扱責
任者が適時開示の要否を確認の上、開示内容の適正性を社内で審議の上、必要な開示を行います。

(b)適時開示情報以外の法令等に基づく重要な情報

　主管部局が、その他関係部局を含めて協議・検討の上、開示内容の適正性を社内で審議の上、個々の法令・規則に沿った開示を行います。

　




